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令和７年度木津川市公共下水道事業会計予算 

 

 （総則） 

第１条 令和７年度木津川市公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）排水戸数               ２９，３００戸 

（２）年間総排水量          ７，０６５，０００㎥ 

（３）１日平均排水量            １９，３５６㎥ 

（４）主要な建設改良事業 

   ①管渠面整備事業 

   ②施設更新事業 

   ③流域下水道建設費負担事業 

 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 収入 

 第１款 下水道事業収益       ２，５３９，２０５千円 

  第１項 営 業 収 益       １，１８２，５６８千円 

  第２項 営業外収益       １，３５６，６３６千円 

第３項 特 別 利 益               １千円 

 

 支出 

 第１款 下水道事業費用       ２，５３９，２０５千円 

  第１項 営 業 費 用       ２，４１８，６８４千円 

  第２項 営業外費用         １１７，１７１千円 

第３項 特 別 損 失             ３５０千円 

  第４項 予 備 費           ３，０００千円 

 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本

的支出額に対し不足する額４９１，８８８千円は、過年度分損益勘定留保資金２５８，

１１９千円及び当年度分損益勘定留保資金２３３，７６９千円で補てんするものとす

る。） 
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 収入 

 第１款 資本的収入         １，２０８，１００千円 

  第１項 企 業 債         ６６３，６００千円 

  第２項 他会計出資金          ３９，６３０千円 

  第３項 他会計補助金          ９３，２７０千円 

  第４項 国庫補助金         ４１１，６００千円 

 

 支出 

 第１款 資本的支出         １，６９９，９８８千円 

  第１項 建設改良費       １，１４６，３７０千円 

  第２項 企業債償還金         ５５２，２１８千円 

  第３項 国庫補助金等返還金        １，４００千円 

 

 （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定め

る。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

公共下水道

事業 
395,800千円 

 

証書借入 

又は 

証券発行 

 

年４．０％

以内（ただし、

利率見直し方

式で借り入れ

る資金につい

て、利率の見

直しを行った

後 に お い て

は、当該見直

し後の利率） 

 政府資金について

は、その融資条件によ

り、銀行その他の場合

にはその債権者と協定

するところによる。 

 ただし、企業財政の

都合により据置期間及

び償還期限を短縮し、

又は、繰上償還若しく

は低利に借換すること

ができる。 

流域下水道

事業 
267,800千円 

計 663,600千円 ― ― ― 

 

 （一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。 

 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定
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める。 

（１）下水道事業費用 営業費用と営業外費用 

 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用

し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ

ばならない。 

（１） 職員給与費           ９７，３１１千円 

 

 （他会計からの補助金） 

第９条 公共下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、

１７４，０８８千円である。 

 

 令和７年２月２５日提出 

 

                      木津川市長  谷口 雄一 
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重要な会計方針に係る事項に関する注記    

 

１ 重要な会計方針に係る事項 

   

（１）固定資産の減価償却の方法 

・有形固定資産 

定額法により減価償却を行う。 

主な耐用年数  建物        ５０年 

構築物       １０年～５０年 

機械及び装置    ６年～３０年 

工具器具及び備品  ４年～１５年 

・無形固定資産 

定額法により減価償却を行う。 

主な耐用年数  施設利用権     ３８年 

 

（２）引当金の計上方法 

・退職給付引当金 

市長と締結した「公営企業職員の退職手当に係る取扱いに関する

覚書」に基づき、引当金は計上していない。 

 

・賞与等引当金・法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給とそれらに係る法定福利費の 

支出に備えるため、当年度末における支給見込み額に基づき、当年 

度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上して 

いる。 

 

・貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能と見込まれる 

額を計上している。 

 

（３）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
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２ 予定キャッシュ・フロー計算書に係る事項 

 

予定キャッシュ・フロー計算書の作成方法 

作成方法は、間接法により作成する。 

 

 

３ 予定貸借対照表等に関する事項 

 

（１）企業債に関する事項 

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算 

して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると 

見込まれる額は、３，３６８，３５９千円である。 

 

（２）引当金の取崩し 

貸倒引当金を取り崩す場合、取り崩す額を貸倒引当金から減額し、 

同額を未収金から減額する見込みである。 

また、翌年度６月に賞与等引当金から７，６３１千円を取り崩し、 

賞与等を支払う見込みである。 

 

４ セグメント情報 

 

セグメントの概要 

木津川市公共下水道事業会計では、公共下水道事業の単一セグメント 

のため、記載を省略している。 



１．収益的収入及び支出

（１）　収　　　入

予　定　額

1 ．下水道事業収益 ２,５３９,２０５

1 ．営業収益 １,１８２,５６８

1 ．下水道使用料 １,１５９,１５０

2 ．他会計負担金 ２２,６０２

3 ．その他営業収益 ８１６

2 ．営業外収益 １,３５６,６３６

1 ．他会計負担金 ３５５,２１９

2 ．他会計補助金 ８０,８１８

3 ．長期前受金戻入 ９２０,２０２

4 ．雑収益 ３９７

3 ．特別利益 １

1 ．過年度損益修正益 １

２,５３９,２０５

（２）　支　　　出

予　定　額

1 ．下水道事業費用 ２,５３９,２０５

1 ．営業費用 ２,４１８,６８４

1 ．管渠費 ３５,８９４

款 項 目

収 　入 　合 　計

令和７年度木津川市公共下水道事業会計予算実施計画

款 項 目
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（単位：千円）

1 ．下水道使用料 １,１５９,１５０

1 ．雨水処理負担金 ２２,６０２ 雨水幹線維持管理負担分

1 ．下水道手数料 ８１５ 排水設備申請審査・検査手数料 他

2 ．雑収益 １ コピー代

1 ．一般会計負担金 ３５５,２１９ 基準内繰入

1 ．一般会計補助金 ８０,８１８ 基準外繰入

1 ．長期前受金戻入 ９２０,２０２

1 ．占用料 ３９６ 下水道財産占用料

2 ．その他雑収益 １

1 ．過年度損益修正益 １

（単位：千円）

1 ．被服費 １１０ 作業服等購入費

2 ．備消品費 ５０

3 ．光熱水費 ４,２００ ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ稼働用電気代

4 ．印刷製本費 １００ 図面印刷代

5 ．通信運搬費 ４８０ ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ通報用電話代

6 ．委託料 １２,３５８ ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ維持管理業務委託料　他

7 ．手数料 ８ 無線更新手数料

8 ．使用料 ２ 電波利用料

9 ．賃借料 ２６６ 土地賃借料 他

10 ．修繕費 １１,０８０ 管渠修繕費 他

11 ．材料費 ５０ 管渠原材料費

12 ．工事請負費 ７,１９０ 管渠管理工事費

備　　　　　　　　　　考

備　　　　　　　　　　考
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予　定　額

2 ．処理場費 １４１,０６５

3 ．雨水幹線維持管理費 ４,７９９

4 ．普及指導費 ３００

5 ．業務費 ６７,６３４

6 ．総係費 ６３,８５６

7 ．流域下水道維持管理費 ６９４,４４６

8 ．減価償却費 １,３９９,５８０

9 ．資産減耗費 １１,１１０

款 項 目
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1 ．備消品費 １００

2 ．燃料費 ２７３ 処理場稼働用ガス、重油代

3 ．光熱水費 １７,１００ 処理場稼働用電気、水道代

4 ．委託料 １１８,４７４ 処理場運転管理等委託料 他

5 ．修繕費 ５,０００ 処理場修繕費 他

6 ．保険料 １１８ 建物損害保険料

1 ．光熱水費 ３９ 樋門電気代

2 ．委託料 ６２０ 樋門点検整備委託料

3 ．工事請負費 ４,１４０ 雨水幹線維持工事費

1 ．補助及び交付金 ３００ 水洗便所改造費助成金 

1 ．委託料 ６４,４３４ 使用料徴収事務委託料 他

2 ．貸倒引当金繰入額 ３,２００

1 ．給料 ２７,３２４ 職員７名分

2 ．手当 １５,７５２ 期末手当 他

3 ．賞与引当金繰入額 ３,８６４ 翌年度賞与分（１２月～３月分）

4 ．法定福利費 １２,７８２ 職員共済組合負担金 他

5 ．法定福利費引当金繰入額 ７７５ 翌年度法定福利費分（１２～３月分）

6 ．旅費 ４５ 出張旅費 他

7 ．備消品費 ４５０ コピー代、書籍代 他

8 ．燃料費 ２５４ 公用車燃料費

9 ．通信運搬費 ４９ 郵送料

10 ．委託料 ９４４ 公営企業会計システム保守等委託料 他

11 ．手数料 １２８ 金融機関手数料 他

12 ．使用料 １６５ 起債管理システム使用料

13 ．修繕費 ４６０ 車検修繕費 他

14 ．負担金 ７６２ 日本下水道協会会費 他

15 ．保険料 ８８ 自動車損害保険料

16 ．公課費 １４ 自動車重量税

1 ．負担金 ６９４,４４６ 流域下水道維持管理負担金 他

1 ．有形固定資産減価償却費 １,０９８,９８２ 構築物減価償却費 他

2 ．無形固定資産減価償却費 ３００,５９８ 施設利用権減価償却費

1 ．固定資産除却費 １１,１１０ 固定資産除却費

備　　　　　　　　　　考
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予　定　額

2 ．営業外費用 １１７,１７１

1 ．支払利息及び企業債利息 １０７,１７０

2 ．雑支出 １０,００１

3 ．特別損失 ３５０

1 ．過年度損益修正損 ３５０

4 ．予備費 ３,０００

1 ．予備費 ３,０００

２,５３９,２０５

款 項 目

支 　出 　合　 計
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1 ．企業債利息 １０６,８９６

2 ．資本費平準化債利息 ２７

3 ．一時借入金利息 ２４７

1 ．消費税及び地方消費税 １０,０００

2 ．その他雑支出 １

1 ．過年度損益修正損 ３５０ 下水道使用料還付金

1 ．予備費 ３,０００

備　　　　　　　　　　考
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２．資本的収入及び支出

（１）　収　　　入

予　定　額

1 ．資本的収入 １,２０８,１００

1 ．企業債 ６６３,６００

1 ．企業債 ６６３,６００

2 ．他会計出資金 ３９,６３０

1 ．他会計出資金 ３９,６３０

3 ．他会計補助金 ９３,２７０

1 ．他会計補助金 ９３,２７０

4 ．国庫補助金 ４１１,６００

1 ．国庫補助金 ４１１,６００

１,２０８,１００

款 項 目

収 　入 　合　 計

- 12 -



（単位：千円）

1 ．下水道事業債 ６６３,６００
公共下水道事業(下水道事業債、過疎対策事業債）
流域下水道事業(流域下水道事業債）

1 ．一般会計出資金 ３９,６３０

1 ．一般会計補助金 ９３,２７０

1 ．公共下水道国庫補助金 ４１１,６００
社会資本整備総合交付金
防災・安全交付金

備　　　　　　　　　　考
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（２）　支　　　出

予　定　額

1 ．資本的支出 １,６９９,９８８

1 ．建設改良費 １,１４６,３７０

1 ．公共下水道費 ８７８,２９１

2 ．流域下水道費 ２６８,０７９

2 ．企業債償還金 ５５２,２１８

1 ．企業債償還金 ５５２,２１８

3 .国庫補助金等返還金 １,４００

1 .国庫補助金等返還金 １,４００

１,６９９,９８８

款 項 目

支　 出 　合 　計
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（単位：千円）

1 ．給料 １７,２４８ 職員４名分

2 ．手当 ８,８８０ 期末手当 他

3 ．賞与引当金繰入額 ２,４９０ 翌年度賞与分（１２月～３月分）

4 ．法定福利費 ７,６９４ 職員共済組合負担金 他

5 ．法定福利費引当金繰入額 ５０２ 翌年度法定福利費分（１２月～３月分）

6 ．旅費 １８５ 出張旅費　他

7 ．備消品費 ６２６ コピー代　他

8 ．印刷製本費 ５０ 図面印刷代

9 ．委託料 ６８７,５９１ 設計・工事委託料

10 ．賃借料 １,３６４ 公共土木積算システムリース料 他

11 ．工事請負費 １３９,８００ 管渠面整備工事費 他

12 ．補償費 １１,６１１ 支障物件等移設補償費

13 ．負担金 ２５０ 研修参加負担金

1 ．負担金 ２６８,０７９ 流域下水道建設事業負担金

1 ．企業債償還金 ５４７,６０６

2 ．資本費平準化債償還金 ４,６１２

1 .国庫補助金返還金 １,４００

備　　　　　　　　　　考
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１　総　　　　　括

( 0 )

― 11

( 2 )

― 9

( △ 2 )

― 2

※ （　）内は、短時間勤務職員数の外書きである。

比　較 0 0 548 244 

前年度 816 1,302 2,630 545 

本年度 816 1,302 3,178 789 

（千円） （千円） （千円） （千円）

手　当　の　内　訳

区　分
扶養手当 住居手当 地域手当 通勤手当

比　　　　　　　較 0 1,576 

前　　　年　　　度 0 42,996 

本　　　年　　　度 0 44,572 

一般職  報　　 酬  給   　料

（人） （人） （千円） （千円）

給　　　　　与　　　　　費　　

区 分

職 員 数        　給

特別職
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192 120 153 150 995 307 18 

972 120 6,902 5,655 3,234 6,047 36 

1,164 240 7,055 5,805 4,229 6,354 54 

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

児童手当 期末手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

賞与引当金
繰  入  分

（千円）

4,776 

管理職員特
別勤務手当

管理職手当

2,727 4,303 473 

28,259 71,255 21,280 92,535 

（千円） （千円） （千円）

30,986 75,558 21,753 97,311 

手　　当  計

（千円）

　　明　　　　　細　　　　　書

  与　　　　　　　　費

法定福利費 合　　計
備 考
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（１）　会計年度任用職員以外の一般職員

( 0 )

― 11

( 2 )

― 9

( △ 2 )

― 2

※ （　）内は、短時間勤務職員数の外書きである。

（２）　会計年度任用職員

( 0 )

― 0

( 0 )

― 0

( 0 )

― 0

※ （　）内は、短時間勤務職員数の外書きである。

0 

前年度 0 0 0 0 

本年度 0 0 0 0 

（千円） （千円） （千円） （千円）

手　当　の　内　訳

区　分
扶養手当 住居手当 地域手当 通勤手当

比　較 0 0 0 

比　　　　　　　較 0 0 

区 分

職 員 数

前　　　年　　　度 0 0 

（人） （人） （千円）

本　　　年　　　度 0 0 

（千円）

特別職 一般職  報　　 酬  給   　料

       　給

244 

前年度 816 1,302 2,630 545 

本年度 816 1,302 3,178 789 

（千円） （千円） （千円） （千円）

手　当　の　内　訳

区　分
扶養手当 住居手当 地域手当 通勤手当

比　較 0 0 548 

比　　　　　　　較 0 1,576 

区 分

職 員 数

前　　　年　　　度 0 42,996 

本　　　年　　　度 0 44,572 

特別職 一般職  報　　 酬  給   　料

（人） （人） （千円）

       　給

（千円）
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0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 

0 

（千円） （千円）

0 0 0 

賞与引当金
繰  入  分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

管理職員特
別勤務手当

管理職手当 児童手当 期末手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

0 

0 0 0 0 

0 

0 0 0 

（千円）

0 0 0 

（千円） （千円） （千円）

備 考手　　当

995 307 

  与　　　　　　　　費

法定福利費 合　　計
 計

18 192 120 153 150 

972 120 6,902 5,655 3,234 6,047 

7,055 5,805 4,229 6,354 

36 

（千円） （千円）

54 1,164 240 

賞与引当金
繰  入  分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

管理職員特
別勤務手当

管理職手当 児童手当 期末手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

92,535 

2,727 4,303 473 4,776 

97,311 

28,259 71,255 21,280 

30,986 75,558 21,753 

備 考手　　当  計

  与　　　　　　　　費

法定福利費 合　　計

（千円） （千円） （千円） （千円）
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２　給料及び職員手当の増減額の明細

３　給料及び職員手当の状況

（１）　職員１人当たり給与

（２）　初　　任　　給

高 校 卒 ２０１，０００ 　　　　　　　　　　　　―

大 学 卒 ２２５，６００ 　　　　　　　　　　　　―

区 分
事 務 職 ・ 技 術 職 技 能 労 務 職

　　　　　　　　　　　　（円） 　　　　　　　　　　　　（円）

平 均 年 齢 （歳）

令和６年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額 （円）

平 均 年 齢 （歳）

令和７年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額 （円）

その他の増減分

１，６１５

区 分

その他の増減分

８９１

手 当 ２，７２７

制度改正に伴う増減分

１，１１２

給 料 １，５７６

給与改定に伴う増減分

４６３

昇給に伴う増加分

２２２

区　分 増　減　額（千円） 　　増　減　事　由　別　内　訳　　　　（千円）
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２０１，０００ ２０１，０００

２２５，６００ ２２５，６００

一　般　会　計　の　制　度

  一  般  行  政  職  （円）   技  能  労  務  職  （円）

－

５１．４ －

３５１，６００ －

４２２，６７９

－

５１．７ －

３６２，７７０ －

４５６，９７８

職員の異動等によるもの

事 務 職 ・ 技 術 職 技 能 労 務 職

職員の異動等によるもの

地域手当、期末手当、勤勉手当等改正

給料改定率

１．０８％

昇給率

０．５２％

説 明 備 考
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（３）　級別職員数

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

※ （　）内は、再任用短時間勤務職員数の外書きである。

（級別の基準となる職務）

事 務 職 ・ 技 術 職 主 事 補 主 事 係 長 課 長 補 佐

区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級

計
２

９

７級

６級

５級
２

４級
５

３級
１

１

２級
１

１

１０

令和６年１月１日現在

１級

計

１

７級

１

６級

６

５級

２

４級

３級

２級

令和７年１月１日現在

１級

区 分
事　　務　　職　　・　

級 職 員 数 （人）
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( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

６ 級 ７ 級

課 長 次 長 部 長

５ 級

１００．０
計

１００．０ ０ ０．０

７級
０ ０．０

６級
０ ０．０

５級
２２．２ ０ ０．０

４級
５５．６ ０ ０．０

５０．０
３級

１１．１ ０ ０．０

５０．０
２級

１１．１ ０ ０．０

０ ０．０

１００．０ ０ ０．０

１級

０ ０．０

計

１０．０ ０ ０．０

７級

１０．０ ０ ０．０

６級

６０．０ ０ ０．０

５級

２０．０ ０ ０．０

４級

０ ０．０

３級

０ ０．０

２級

職 員 数 （人） 構 成 比 （％）

１級

　技　　術　　職 技 能 労 務 職

構 成 比 （％） 級

- 23 -



（４）　昇給

（５）　期末・勤勉手当

一 般 会 計 の 制 度
（１．２００） （１．２００）

２．３００ ２．３００

前 年 度
（１．１７５） （１．１７５）

２．２５０ ２．２５０

本 年 度
（１．２００） （１．２００）

２．３００ ２．３００

区 分
支 給 期 別 支 給 率

６月（月分） １２月（月分）

比 率 （Ｂ）／（Ａ） （％） ７７．７

６号給 （人） ０

８号給 （人） ０

３号給 （人） ２

４号給 （人） ５

２号給 （人） ０

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人） ７

前

年

度

職 員 数 （Ａ） （人） ９

号 給 数 別 内 訳

１号給 （人） ０

比 率 （Ｂ）／（Ａ） （％） ６０．０

６号給 （人） ０

８号給 （人） ０

３号給 （人） １

４号給 （人） ５

２号給 （人） ０

号 給 数 別 内 訳

１号給 （人） ０

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人） ６

区 分 合 計

本

年

度

職 員 数 （Ａ） （人） １０
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（２．４００）
有

４．６００

（２．３５０）
有

４．５００

（２．４００）
有

４．６００

支 給 率 計 職制上の段階・
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

備 考
（月分）

７７．７ ―

０ ―

０ ―

２ ―

５ ―

０ ―

０ ―

―

７ ―

９

６０．０ ―

０ ―

０ ―

１ ―

５ ―

６ ―

０ ―

０ ―

１０ ―

代 表 的 な 職 種

事 務 職 ・ 技 術 職 技 能 労 務 職
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（６）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（７）　地　域　手　当

（８）　特殊勤務手当

（ ）

（９）　その他の手当

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 同 異

扶 養 手 当 同

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

支 給 対 象 職 員 の 比 率
０．０

令和６年１月１日現在 （％）

区 分 全 職 種

給 料 総 額 に 対 す る 比 率
０．０

（％）

支 給 対 象 職 員 数 （人） １１

一般会計の指定基準に基づく支給率 （％） ７

支 給 対 象 地 域 市 内 全 域

支 給 率 （％） ７

一般会計の制度
２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９

（支給率等）

（月分） （月分） （月分）

支 給 率 等 ２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９

区 分

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者
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差 異 の 内 容

０．０ ―                   

代 表 的 な 職 種

事 務 職 ・ 技 術 職 技 能 労 務 職

０．０ ―                   

定年前早期退職特例措置
（３～４５％加算）

４７．７０９
定年前早期退職特例措置

（３～４５％加算）

備考

（月分）

４７．７０９

最 高 月 数
そ の 他 の
加 算 措 置 等
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（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益（△は純損失） 412

　　　減価償却費 1,399,580

　　　固定資産除却費 11,110

　　　引当金の増減額（△は減少） △ 148

　　　長期前受金戻入額 △ 920,202

　　　支払利息 107,170

　　　未収金の増減額（△は増加） △ 3,190

　　　未払金の増減額（△は減少） 262,963

　　　　　小計 857,695

　　　利息の支払額 △ 107,170

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 750,525

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 1,157,345

　　　無形固定資産の取得による支出 △ 243,709

　　　国庫補助金等による収入 411,600

　　　一般会計からの繰入金による収入 93,270

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 896,184

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 663,600

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 552,218

　　　他会計からの出資による収入 39,630

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 151,012

　資金増加額（又は減少額） 5,353

　資金期首残高 290,763

　資金期末残高 296,116

  令和７年度木津川市公共下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

- 28 -



（単位：千円）

１．

（１）下 水 道 使 用 料 1,055,600

（２）他 会 計 負 担 金 27,464

（３）そ の 他 営 業 収 益 916 1,083,980

２．

（１）管 渠 費 28,345

（２）処 理 場 費 124,979

（３）雨水幹線維持管理費 6,990

（４）普 及 指 導 費 300

（５）業 務 費 63,072

（６）総 係 費 71,108

（７）流域下水道維持管理費 668,695

（８）減 価 償 却 費 1,372,245

（９）資 産 減 耗 費 17,928 2,353,662

営　業　損　失 1,269,682

３．

（１）他 会 計 負 担 金 357,722

（２）他 会 計 補 助 金 143,457

（３）長 期 前 受 金 戻 入 881,000

（４）雑 収 益 423 1,382,602

４．

（１）
支 払 利 息 及 び
企 業 債 利 息

111,559

（２）雑 支 出 1 111,560 1,271,042

経　常　利　益 1,360

５．

（１）過 年 度 損 益 修 正 益 1 1

６．

（１）過 年 度 損 益 修 正 損 319 319 △ 318

1,042

2,414

3,456

営  業  外  費  用

特   別   利   益

特   別   損   失

当 年 度 純 利 益

前 年 度繰 越利 益剰 余金

当年度未処分利益剰余金

令和６年度木津川市公共下水事業会計予定損益計算書（前年度分）

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

営   業   収   益

営   業   費   用

営  業  外  収  益
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資 産 合 計 35,232,730

流 動 資 産 合 計 600,463

貸 倒 引 当 金 △ 3,200 309,700

(2) 未 収 金 312,900

(1) 現 金 預 金 290,763

2 流 動 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 30,503

固 定 資 産 合 計 34,632,267

イ 基 金 30,503

無 形 固 定 資 産 合 計 3,902,093

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

(2) 無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権 3,902,093

有 形 固 定 資 産 合 計 30,699,671

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,576 188

ヘ 建 設 仮 勘 定 3,262

減 価 償 却 累 計 額 △ 455,264 757,950

ホ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 3,764

減 価 償 却 累 計 額 △ 7,923,188 29,121,621

ニ 機 械 及 び 装 置 1,213,214

ハ 構 築 物 37,044,809

ロ 建 物 198,556

減 価 償 却 累 計 額 △ 35,558 162,998

イ 土 地 653,652

(1) 有 形 固 定 資 産

資　産　の　部
1 固 定 資 産

(3) 前 払 金 0

令和６年度木津川市公共下水道事業会計予定貸借対照表（前年度分）
（令和７年３月３１日）

（単位 千円）
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482,360

資 本 合 計 6,714,094

負 債 資 本 合 計 35,232,730

当年度未処分利益剰余金 3,456

利 益 剰 余 金 合 計 3,456

剰 余 金 合 計

ヘ そ の 他 資 本 剰 余 金 30,503

資 本 剰 余 金 合 計 478,904

(2) 利 益 剰 余 金

イ

ニ 国 庫 補 助 金 309,484

ホ 受 贈 財 産 評 価 額 2,860

ハ 工 事 負 担 金 61,710

5,808

ロ 他 会 計 負 担 金 68,539

(1) 資 本 剰 余 金

イ 寄 附 金

6,231,734

7 剰 余 金

資 本 金 合 計

(1) 自 己 資 本 金 6,231,734

資　本　の　部
6 資 本 金

21,134,526

負 債 合 計 28,518,636

繰 延 収 益 合 計

(2) 長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 △ 6,640,413

(1) 長 期 前 受 金 27,774,939

693,504

5 繰 延 収 益

そ の 他 流 動 負 債 合 計 500

流 動 負 債 合 計

イ 預 り 金 500

1,304

引 当 金 合 計 7,924

(4) そ の 他 流 動 負 債

イ 賞 与 引 当 金 6,620

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金

132,862

(3) 引 当 金

企 業 債 合 計 552,218

(2) 未 払 金

547,606

ロ そ の 他 の 企 業 債 4,612

(1) 企 業 債

イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

4 流 動 負 債

固 定 負 債 合 計 6,690,606

企 業 債 合 計 6,690,606

ロ そ の 他 の 企 業 債 1,105

(1) 企 業 債

イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

6,689,501

負　債　の　部

3 固 定 負 債
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(3) 前 払 金 0

令和７年度木津川市公共下水道事業会計予定貸借対照表（当年度分）
（令和８年３月３１日）

（単位 千円）

資　産　の　部
1 固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 653,652

ロ 建 物 198,556

減 価 償 却 累 計 額 △ 41,041 157,515

ハ 構 築 物 38,076,542

減 価 償 却 累 計 額 △ 8,946,067 29,130,475

ニ 機 械 及 び 装 置 1,327,851

減 価 償 却 累 計 額 △ 525,883 801,968

ホ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 3,764

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,577 187

ヘ 建 設 仮 勘 定 2,992

有 形 固 定 資 産 合 計 30,746,789

(2) 無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権 3,845,204

無 形 固 定 資 産 合 計 3,845,204

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 基 金 30,503

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 30,503

固 定 資 産 合 計 34,622,496

2 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金 296,116

(2) 未 収 金 316,090

流 動 資 産 合 計 609,006

貸 倒 引 当 金 △ 3,200 312,890

資 産 合 計 35,231,502
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負　債　の　部

3 固 定 負 債

(1) 企 業 債

イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

6,825,195

ロ そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計 6,825,195

固 定 負 債 合 計 6,825,195

4 流 動 負 債

(1) 企 業 債

イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

527,916

ロ そ の 他 の 企 業 債 1,105

企 業 債 合 計 529,021

(2) 未 払 金 395,825

(3) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 6,354

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 1,277

引 当 金 合 計 7,631

(4) そ の 他 流 動 負 債

イ 預 り 金 500

そ の 他 流 動 負 債 合 計 500

流 動 負 債 合 計 932,977

5 繰 延 収 益

△ 7,560,615

(1) 長 期 前 受 金 28,279,809

繰 延 収 益 合 計

(2) 長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

20,719,194

負 債 合 計 28,477,366

自 己 資 本 金 6,271,364

資　本　の　部
6 資 本 金

資 本 金 合 計

(1)

6,271,364

7 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

イ 寄 附 金

ハ 工 事 負 担 金 61,710

5,808

ロ 他 会 計 負 担 金 68,539

ニ 国 庫 補 助 金 309,484

ホ 受 贈 財 産 評 価 額 2,860

ヘ そ の 他 資 本 剰 余 金 30,503

資 本 剰 余 金 合 計 478,904

(2) 利 益 剰 余 金

イ 当年度未処分利益剰余金 3,868

利 益 剰 余 金 合 計 3,868

剰 余 金 合 計 482,772

資 本 合 計 6,754,136

負 債 資 本 合 計 35,231,502
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期 間 金 額 期 間 金 額
国 庫
補 助 金

企 業 債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(1,014,800)
1,404,000

(9,000)
9,000

(10,956)
10,956

(1,034,756)
1,423,956

284,400

債務負担行為に関する調書

事　　項

前年度末までの
支払義務発生(見込)額

当該年度以降の
支払義務発生予定額

左の財源内訳

令和６年度木津川市公
共下水道加茂浄化セン
ターの建設工事委託に
関する協定
(日本下水道事業団委託)

木津川上流流域関連木
津川市公共下水道事業
計画変更業務

加茂浄化センター放流
水（全窒素・全リン）
測定業務

令和６年度 382,800 令和７年度 632,000 347,600

注：（　）内の数値は支出予定額　

10,956

限度額

合　　計 382,800 651,956 347,600 284,400 19,956

令和７年度
～

令和１１年度
10,956

9,000令和７年度 9,000
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